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平成 18 年分の所得税、消費税及び贈与税の確定申告状況（概要）

○ 申告納税額のあるもの及び還付申告が過去最高を記録し、所得税

の確定申告書を提出した人員が、これまで最高であった平成 17 年分

を超えて、過去最高となった。

○ 確定申告書を提出した者のうち、納税人員（申告納税額のあるも

の）は６０，５０７人、所得金額は３，３０２億２千２百万円、申

告納税額は２４５億６千４百万円で、これを平成１７年分と比較す

ると、いずれも増加した。

そのうち、譲渡所得は、申告件数が８，６９６件、所得金額は７０

７億３千９百万円で、これを平成１７年分と比較するといずれも増加

した。

○ e-taxについては、①２４時間受付、②ＨＰ作成コーナーから直接送信、

③税理士が依頼を受けて税務書類を作成する場合、その依頼者の電子署

名及び電子証明書の添付省略など、利用者の皆様の利便性の向上を図っ

た結果、利用者が大幅（所得税は、前年比約２８倍）に増加した。

○国税庁ＨＰ「確定申告書等作成コーナー」を利用した提出件数は、所得

税７，９７５件、消費税７９０件、贈与税７４件と増加した。

所得税の申告書提出件数は 152,481 人と過去最高

e-Tax を利用して申告書を提出した件数は、6,017 件、国税庁ホーム
ページの「確定申告書等作成コーナー」を利用して申告書を提出した件数
は、8,839 件（このほか税務署設置分：17,283 件）。合わせて、約３
万２千人（約１９％）の方がパソコンを利用して申告
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平成１８年分の所得税、消費税及び贈与税の確定申告状況について（記者発表資料）

平成１９年５月

沖縄国税事務所

Ⅰ 確定申告の状況

１ 所得税の申告状況

⑴ 確定申告書の提出状況（表１）

＝提出人員は１５２，４８１人と過去最高＝

平成１８年分所得税の確定申告書を提出した人員は１５２，４８１人で、こ

れまでの最高であった平成１７年分（１４７，０６４人）より５，４１７人

（＋３．７％）増加し、過去最高となった。

⑵ 納税人員等の状況（表２）

＝納税人員・所得金額・申告納税額いずれも増加＝

確定申告書を提出した者のうち、納税人員（申告納税額のあるもの）は、

６０，５０７人、所得金額は３，３０２億２千２百万円、申告納税額は

２ ４ ５ 億 6千 4百 万 円 で あ る 。

これを平成１７年分と比較すると、納税人員（＋１．６％）、所得金額(＋８．

２％)及び申告納税額(＋１５.１％)といずれも増加した。

⑶ 所得者別の状況（表３）

＝事業所得者、その他所得者とも申告納税額は増加＝

イ 事業所得者

納税人員は１１，３４２人、所得金額は３５８億６千６百万円、申告納税

額は３０億８百万円である。

これを平成１７年分と比較すると、納税人員（▲５.８％）及び所得金額

（▲３.８％）は減少し、申告納税額（＋１０.１％）は増加した。

ロ その他所得者

納税人員は４９，１６５人、所得金額は２，９４３億５千６百万円、申告

納税額は２１５億５千７百万円である。

これを平成１７年分と比較すると、納税人員（＋３.４％）、所得金額
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（＋９.９％）及び申告納税額（＋１５.８％）といずれも増加した。

なお、その他所得者の内訳をみると、不動産所得者と雑所得者及び給与所

得者ついては、納税人員、所得金額及び申告納税額のいずれも増加した。

⑷ 譲渡所得の申告状況（表４）

＝申告件数・所得金額のいずれも増加＝

各所得者を通じての譲渡所得の申告件数は８，６９６件、うち有所得件数

（所得金額のあるもの）は４，５９７件、所得金額は７０７億３千９百万円で

ある。

これを平成１７年分と比較すると、件数（＋７ .８％）、所得金 額

（＋５０．８％）のいずれも増加した。

イ 株式等の譲渡所得の申告状況は、申告件数が２，１９２件、うち有所得

件数は９８２件、所得金額は３１６億９千７百万円である。

これを平成１７年分と比較すると、申告件数（＋１３．６％）、所得金

額（＋１８７．２％）のいずれも増加した。

ロ 株式等以外の譲渡所得の申告状況は、申告件数が６，５０４件、うち有

所得件数は３，６１５件、所得金額は３９０億４千２百万円である。

これを平成１７年分と比較すると、申告件数（＋６．０％）、所得金額

（＋８．８％）のいずれも増加した。

２ 個人事業者の消費税の申告状況（表５）

＝申告件数・納税申告額のいずれも減少＝

個人事業者の消費税の申告件数は１３，２７６件、納税申告額は４２億８千百

万円である。

これを平成１７年分と比較すると、申告件数（▲５.７％）及び納税申告額

（▲４.８％）は、いずれも減少した。
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３ 贈与税の申告状況（表６）

＝申告人員・申告納税額のいずれも減少＝

贈与税の申告人員は３，４３１人、うち納税人員は２，１５５人、申告納税額

は９億９千３百万円である。

これを平成１７年分と比較すると、申告人員（▲５.２％）、申告納税額（▲４．

１％）のいずれも減少した。

Ⅱ 「IT」を活用した申告状況

国税庁では、確定申告の基本方針として、できるだけ納税者ご自身に確定申告書

を作成していただくという「自書申告」を推進しており、申告に関して「ＩＴ」を

活用したサービスの提供に積極的に取り組んだ。

１ 国税電子申告・納税システム（ｅ-Ｔａｘ）の利用状況（表７）

＝所得税・消費税のｅ－Ｔａｘ利用は６，０１７件＝

ｅ－Ｔａｘについては、①本年の所得税の確定申告期間中の２４時間受付、②

作成コーナーからの直接送信、③税理士等が依頼を受けて税務書類を作成する場

合、その依頼者の電子署名及び電子証明書の添付省略など、利用者の皆様の利便

性の向上を図った結果、所得税の申告件数は４，８５８件（前年比約２８倍）、個

人事業者の消費税の申告件数は１，１５９件（前年比約１７倍）と大幅に増加し

た。

なお、すべての税務署に「e-Taxコーナー」を設け、e-Taxによる申告や利用開

始届出書の提出にご利用いただいたところ、利用者数は１８７人であった。

また、平成１９年分の確定申告期においては、まだe-Taxによる申告を行って

いない納税者の方が、e-Taxによる申告をその場で行えるよう「初回来署型電子

申告」を税務署等の相談会場に設ける予定である。

２ 確定申告書等作成コーナーの利用状況（表８）

＝作成コーナーによる申告書の提出件数は8,839件と大幅に増加＝

国税庁ホームページの「確定申告書等作成コーナー」については、より多くの

納税者の皆様にご利用いただくため、土地及び建物の譲渡所得に係る計算機能や
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贈与税の申告書作成機能を追加するなどした結果、作成コーナーを利用して作成

した所得税申告書の提出件数は７，９７５件（前年比１３１.８％）、消費税申

告書の提出件数は７９０件（前年比１５５.８％）と大幅に増加した。また、本年

から新たに提供を開始した贈与税の申告書の提出件数は７４件であった。

なお、作成コーナーについては、税務署等の相談会場に来られた方が、翌年以

降、相談会場に赴くことなくご自宅等のパソコンを利用して簡単に申告ができる

よう、相談会場に作成コーナーが利用できるパソコンを増設した結果、これを利

用して作成した申告書の提出件数は、合計で１７，２８３件（前年比１３５.

０％）と増加した。



（表１）所得税の確定申告書提出状況の推移
（単位：人）

（注）１ いずれも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
２ かっこ書きは、前年比（％）である。

（表２）所得税の納税人員等の推移
（単位：人、百万円）

（注）１ いずれも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
２ かっこ書きは、前年比（％）である。

（表３）所得税の所得者別課税状況

（注）１ 両年分とも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

２ かっこ書きは、合計に対する割合（構成比）である。なお、所得者区分は主たる所得による。
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（表４）譲渡所得の申告状況

（注）１ 両年分とも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（表５）個人事業者の消費税の申告状況

（注）１ 両年分とも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
２ 外書きは、地方消費税（譲渡割額）である。
３ かっこ書きは、合計に対する割合（構成比）である。

（表６）贈与税の申告状況

（注） 両年分とも翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
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（表７）国税電子申告・納税システム（ｅ－Ｔａｘ）の利用状況

（表８）確定申告書等作成コーナーの利用状況
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数

155.8

1,341

790

956

外 57

74

71.3

株式等
以外

383

２ 外書きは、税務署等に設置しているパソコンで作成した申告書
の提出件数である。

―

66 1,159

贈与税申告書

アクセス件数

計

所得税申告書

消費税申告書

6,052

千件

14,593

―

―

平成18年分
平成17年分平成18年分

― 115

外 11,463 件

131.8

外 16,270 件

102.4
141.9

273 420

507

外 12,804
6,559

―

―

135.0

455

％
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